
事業番号 - - -

（ ）

私立大学等研究設備整備費補助金

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 18 ▲ 886 ▲ 246 -

2,470

重要政策推進枠　6,094百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

①私立大学等研究設備整備費等補助金（事業開始年度：昭和28年度）
   私立の大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程、高等課程）を設置する学校法人等が以下の事業を行う場合、その経費の２／３又は１／２以内を補助。
　  ・経営戦略や研究戦略上意欲的なプロジェクトに対する設備等の一体的な整備
　  ・教育研究活動の環境整備
②私立高等学校等ＩCＴ教育設備整備推進事業（事業開始年度：平成14年度）
   私立高等学校、中等教育学校、中学校、小学校、義務教育学校及び特別支援学校を設置する学校法人が以下の事業を行う場合、その経費の１／２以内を補助。
　・コンピュータ等を用いて、各教科等において私学の特色を活かしながらＩCＴ教育を実施するために必要な設備の整備

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 2,856 2,146 3,798

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

2,990 2,177 3,867 3,016 7,642

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 2,490 2,394 2,604.4 2,470 7,642

- 18 886

①私立大学等研究設備整備費等補助金…経費の2/3又は1/2以内を補助。　（補助対象経費の上限額、下限額については
https://www.mext.go.jp/content/20230420-mxt_sigakujo-100001422_00.pdf）
②ICT教育設備を整備する際に要する経費の1/2以内（補助対象経費の上限額4,000万円、下限額500万円）

昭和28年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

246 -

補正予算（B) 518 651 622.6

300

300

令和5年度第1次補正予算

2023 文科 22 0187

文部科学省

政策 6　私学の振興

事業の目的
（5行程度以内）

①私立大学等における教育研究設備の整備を支援することにより教育研究条件の維持向上を図る。
②私立高等学校等におけるＩCＴ教育を実施するために必要な設備の整備を支援することにより、教育条件の維持向上を図る。

私学助成課
私学助成課長
桐生　崇

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

私立大学の研究設備に対する国の補助に関する法律（昭和32年3月
30日法律第18号）第2条

関係する
計画、通知等

-

事業名 私立大学等研究設備整備等 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 6-1 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-
000026547-19.pdf

事業概要URL -

↓

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 2,470

活動内容①
（アクティビティ）

7,642

118%

執行率（％）
=(G)/(F)

96% 99% 98%

私立学校振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
95%

主な増減理由（・要望額・予備費）

70%

令和6年度要求

　

　

　

(目)

その他

7,642

大学等における教育・研究設備整備に要する経費の一部を補助することにより、学術及び教育の振興に寄与する。

①我が国の大学の約8割、高校の約3割を占める私立学校は、公教育において大きな役割を担っている。私立大学等の教育研究基盤を整備することは、多様で特色ある教育及び
研究の一層の推進、今後の日本の成長の鍵を握る人材育成機能の充実・強化、地域の経済活動の活性化に資することから、教育研究設備の整備を行っている。
②全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びを実現するため、私立学校においても、ICT端末の整備を推進することが重要である。私立学校はそれ
ぞれの建学の精神に基づいた多様な教育が行われており、その教育内容や教育方法等を踏まえ、各学校の判断により、ICT教育環境が整備されている。しかしながら私立高等学
校等におけるICT環境の整備状況調査では私立学校の一人一台端末の整備状況は42％（令和３年度末時点）であり、引き続き、本補助金を活用して私立学校の一人一台端末の
整備を推進していく必要がある。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-924 1,084

成果実績

125

目標値 法人 -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1,654

大学等における教育・研究設備整備に要する経費の一部を補助することにより、学術及び教育の振興に寄与するという事業達成に向けた効果発現の初期段階と
して、まずは、大学等における補助金を交付した学校法人数を短期アウトカムとして設定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

790

-

-

-

教育研究設備を整備することにより教育研究用機器備品及び図書が充実し、学生の教育研究用機器備品や図書の不足、不備が解消すると考えられるため、学生
一人あたりの教育研究用機器備品及び図書の資産額を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

99.7

- 年度

大学法人における、学生一人あたりの「教育研
究用機器備品」及び「図書」の資産額
※令和4年度の成果実績については、令和6年2
月に日本私立学校振興・共済事業団により公表
される「今日の私学財政」からの引用を行うため
数値を「‐」としている。

当該年度における「有形固定
資産（教育研究用機器備品及
び図書）の額を学生数で除し
た額 達成度

単位 令和2年度

100.3

目標最終年度

大学等における教育研究設備の整備
を支援する。

私立大学等研究設備整備費
補助金（大学等分）の交付額

活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

百万円 572

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 百万円

- -

931

活動目標 活動指標

1,266

達成度 ％

大学等における教育研究設備の整備
を支援する。

大学等において補助金を交付した学
校法人数
※応募状況に併せて交付することか
ら、活動見込の算出は不可能である
ため、当初見込みは「－」としている。

成果実績 法人 132 80

-

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

今日の私学財政

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

712

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

千円 712 710 -

目標値 千円 710 712 712



活動内容②
（アクティビティ）

私立学校における児童生徒１人１台端末の整備等に要する経費の一部を補助することにより、多様な子供たちを誰一人取り残すことのなく、個別最適化された学
びを全国の学校現場で実現させる。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

私立学校における児童生徒１人１台端末の整備
等に要する経費を支援することにより個別最適
化された学びを全国の学校現場で実現させる。

私立高等学校等ＩCＴ教育設備整備推
進事業の交付額

活動実績 百万円 1,860 1,263 1,749 - -

当初見込み 百万円 1,000 1,250 1,300 1,350 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
個別最適化された学びを全国の学校現場で実現させるための、効果発現の初期段階として、補助金を交付した学校数を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

高等学校等におけるICT教育を実施す
るために必要な設備を支援する。
※目標値は直近の実績値を記載。（た
だし目標を達成していない場合は直近
の目標値を記載）

高等学校等において補助金を交
付した学校数の増

成果実績 法人 247 229 267 -

目標値 法人 292 292 292 -

達成度 ％ 84.6 78.4 91.4 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

私立高等学校等における ICT 環境の整備状況調査

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

私立小中高等学校におけるＩCＴ教育を実施するために必要な設備の整備を支援することにより、教育条件の維持向上が図られるため、私立小中高等学校におけ
る、端末1人1台あたりの児童生徒数を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

私立高等学校等における ICT 環境の整備状況調査

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

私立小中高等学校における1人1台端末の
整備を支援する。

私立小中高等学校における、端
末１台あたりの児童生徒数
※1人1台端末を目標としている
ため、達成度は「-」とする。

1.6 1.5 1.2 -

目標値 人／台 1 1 1 -

達成度 ％ 158 147 124 -

成果実績 人／台

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

当初見込み 百万円 224 221 221

目標値 法人 - - - -

活動内容③
（アクティビティ）

専修学校における教育基盤の強化のための設備整備に要する経費の一部を補助することにより、教育の振興に寄与する。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

専修学校における教育研究設備の整
備を支援する。

私立大学等研究設備整備費補助金
（専修学校分）の交付額

活動実績 百万円 223 311 395 -

189 -

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

専修学校における教育・研究設備整備に要する経費の一部を補助することにより、学術及び教育の振興に寄与するという事業達成に向けた効果発現の初期段階
として、まずは、専修学校における補助金を交付した学校法人数を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
③-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

専修学校における教育研究設備の整
備を支援する。

専修学校において補助金を交付した
学校法人等数
※応募状況に併せて交付することか
ら、活動見込の算出は不可能である
ため、当初見込みは「－」としている。

成果実績 法人 34 34 41 -

達成度 ％ - - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標③-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

教育研究設備を整備することにより教育研究用機器備品が充実し、専修学校における情報処理教育の質的向上及び設備の不足・不具合等の解消が望めると考
え、学生一人あたりの教育研究用機器備品の額を長期アウトカムとして設定した。

60

達成度 ％ - 97.4 - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

今日の私学財政

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

-

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

専修学校法人における、学生一人あたりの「教
育研究用機器備品」の資産額

当該年度における「有形固定
資産（教育研究用機器備品）」
の額を学生生徒等数で除した
額

成果実績 千円 57.3 55.8 - -

目標値 千円 - 57.3 55.8



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

・本事業は、学校法人等からのニーズが高く、毎年度、予算額を大幅に超える件数の申請
があるため、必要性や緊急性、有効性等の高い事業に厳選するとともに、交付額の圧縮を
行うなどして適切に採択できるよう努めている。

-

-

この事業は、事業所管部局による自己点検及び行政事業レビュー推進チームによる点検の結果を踏まえ、特段の見直しは要しないものと考えられるが、アウトカ
ムが複数段階設定できないとしているものについて、事業効果を適切に測るために複数設定できないか、引き続き検討されたい。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0171

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0156

-

-

令和2年度 文部科学省 0160

0174

令和4年度 2022 文科 21

・本事業は、学校法人等からのニーズが高く、毎年度、予算額を大幅に超える件数の申請があるため、今後も必要性や緊急性、有効性等の高い事業に厳選すると
ともに、交付額の圧縮を行うなどして適切に採択できるよう、引き続き努めていく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 157

平成29年度 162

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 174

平成25年度 168

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、効果的・効率的な予算執行に留意し、適切な執行管理に努める。

現状通り

現状通り

155

平成30年度 163

平成23年度 162

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 167

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 72.1 計

設備費 教育基盤の強化のための設備整備費 72.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 125.7 計 39

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

設備費 研究設備の整備費 125.7 設備費 ICT教育設備の整備費 39

研究設備の整備 教育・情報処理関係設備の整備

私立高等学校等ICT教育設備整
備

推進事業
Ｂ．学校法人（全267法人）

総額1,749百万円

文部科学省
3,798百万円

【補助金等交付】

私立大学等研究設備等整備費
補助（大学等分）

Ａ．学校法人（全125法人）
総額 1,654百万円

私立大学等研究設備等整備費
補助（専修学校分）

Ｃ．学校法人等（全41法人）
総額395百万円

対象学校法人等から応募のあった事業内
容を審査の上、補助対象事業を選定し、補
助金を交付する。

教育基盤の強化のための設備整備費



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

- -

10 学校法人河合塾学園 6180005002167
教育基盤の強化のための設
備整備費

8.9 補助金等交付 - -

- - -

9
学校法人日本コンピュータ学
園

4370005001416
教育基盤の強化のための設
備整備費

9.7 補助金等交付 -

8 学校法人KBC学園 1360005000355
教育基盤の強化のための設
備整備費

11.5 補助金等交付

-

7 学校法人高山学園 1290005001245
教育基盤の強化のための設
備整備費

14 補助金等交付 - - -

- -

6 学校法人清水学園 4021005006695
教育基盤の強化のための設
備整備費

15.1 補助金等交付 - -

- - -

5 学校法人電波学園 4180005002235
教育基盤の強化のための設
備整備費

20.2 補助金等交付 -

4 学校法人国際総合学園 6110005000788
教育基盤の強化のための設
備整備費

20.6 補助金等交付

-

3 学校法人片柳学園 9010805001803
教育基盤の強化のための設
備整備費

21.9 補助金等交付 - - -

- -

2
学校法人京都コンピュータ学
園

8130005004307
教育基盤の強化のための設
備整備費

45.3 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人日本教育財団 2120005004759
教育基盤の強化のための設
備整備費

72.1 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 学校法人長崎女子商業学園 7310005001063 ICT教育設備の整備 18 補助金等交付 - - -

- -

9 学校法人南光学園 7370005001413 ICT教育設備の整備 18 補助金等交付 - -

- - -

8 学校法人桃山学院 5120005004756 ICT教育設備の整備 18 補助金等交付 -

7 学校法人佐賀清和学園 1300005000294 ICT教育設備の整備 18 補助金等交付

-

6 学校法人大阪貿易学院 5120005004780 ICT教育設備の整備 22 補助金等交付 - - -

- -

5 学校法人佐藤栄学園 1030005000925 ICT教育設備の整備 24 補助金等交付 - -

- - -

4 学校法人帝塚山学院 9120005004703 ICT教育設備の整備 25 補助金等交付 -

3 学校法人昭和学院 9040005004026 ICT教育設備の整備 26 補助金等交付

-

2 学校法人廣池学園 8040005013606 ICT教育設備の整備 26 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人谷岡学園 3122005000035 ICT教育設備の整備 39 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -10 学校法人杏林学園 5012405001567 研究設備の整備費 30.3 補助金等交付

-

9 学校法人北海道科学大学 8430005000795 研究設備の整備費 31.2 補助金等交付 - - -

- -

8 学校法人福岡大学 4290005001267 研究設備の整備費 31.5 補助金等交付 - -

- - -

7 学校法人就実学園 2260005001783 研究設備の整備費 32.3 補助金等交付 -

6 学校法人法政大学 4010005002359 研究設備の整備費 36.1 補助金等交付

-

5 学校法人幾徳学園 8021005003433 研究設備の整備費 38.7 補助金等交付 - - -

- -

4 学校法人中村産業学園 6290005001257 研究設備の整備費 45.8 補助金等交付 - -

- - -

3 学校法人早稲田大学 5011105000953 研究設備の整備費 46.0 補助金等交付 -

2 学校法人埼玉医科大学 3030005011020 研究設備の整備費 61.6 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人近畿大学 2122005000036 研究設備の整備費 125.7 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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